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■概要
知財活用推進室は、深い専門性を基盤に研究者との連

携をより深め、発明創出から技術移転まで一気通貫の知

財サービスの提供により、適切な知財の保護と活用を推

進し、自己収入の拡大及びオープンイノベーションの創

出に貢献する。具体的には以下の業務を行っている。

1 ．知的財産の適切な管理

（1） 「特許検討会」における出願、審査請求、維持等の

審査及びその結果を踏まえた特許庁への手続きを

着実に実施する。

（2） オープンイノベーション推進本部及び戦略的プロ

グラムオフィスと連携し、「知的財産戦略委員会」

（知財収支の適正化等の検討）の運営への協力・支

援を実施する。

2 ．技術移転の効果的な推進

（1） 各研究部署担当の「技術移転コーディネータ」と

研究者との二人三脚による技術移転活動を推進す

る。

（2） デプロイメント推進部門と連携して、NICT発ベン

チャーに対する起業支援や新たな技術移転等を実

施する。

（3） 特許の出願、登録、実施、譲渡時の補償金の支払

いに係る手続きを実施する。

3 ．知財法務の着実な実施

共同研究や知財実施許諾等の各種契約における企業等

との交渉・調整業務を着実に実施する。

■平成28年度の成果
1 ．知的財産の適切な管理

（1） オープンイノベーション推進本部及び戦略プログ

ラムオフィスと連携して「知的財産戦略委員会」

設置のための規程整備を行うとともに、知財保有

コストの適正化や特許法改正への対応を取りまと

めた。

（2） NICTの知的財産、研究データの提供、技術の活用

例等の研究成果を外部Webサイト・NICTニュー

ス・展示会等の各種媒体・機会を活用して公開・

提供・発信した。あわせて、経営企画部情報通信

システム室の協力を得て論文関連ファクトデータ

等を関係機関等に提供した。平成28年度の委託研

究を含む誌上発表論文件数は1,232件で、内訳を 

表 1 に示す。

2 ．技術移転の効果的な推進

（1） 平成28年度の有償技術移転契約数26件（詳細は5.3.1
参照、具体例を図 1 に示す）を締結するとともに、

知的財産収入 1 億1,207万円を達成した。この収入

額は、 3 年連続で前年度を上回った。

（2） 動画広告評価のための「脳情報解読技術」のライ

センスや、「筋骨格モデル」のライセンス等により

新事業創出に貢献した。また、オープンイノベー

シ ョ ン 推 進 本 部 等 と 連 携 し て「Flexible Factory 

Project」（FFP：製造現場の無線化に関する研究プ

ロジェクト）の国際標準化活動やアライアンス設

立に向けた検討のサポート体制構築を支援した。

（3） デプロイメント推進部門と連携して、NICT・技術

移転ベンチャーに対し、起業支援（ 2 社）等のサ

知財活用推進室
室長　　栗原 則幸　ほか15名

3.12.4

NICTの研究開発成果に係る知的財産権の確保とその技術移転を促進

表1　誌上発表論文件数の内訳（発表区分別）

発表区分 区分の定義 件数

研究論文 学会が定期的に発行する学術雑誌に掲載されたオリジナル論文 369

小論文 学会が定期的に発行する学術雑誌に掲載されたオリジナル小論文、レター等 15

収録論文 学会・シンポジウム等で口頭発表後、プロシーディングとして掲載された論文 832

外部機関誌論文 公の研究機関等が編集発行する論文誌に査読過程を経て掲載された論文 16
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3.12　イノベーション推進部門

ポートや新たな技術移転（ 2 社）を行った。 3 ．知財法務の着実な実施

（1） 共同研究や知財実施許諾等の各種契約における企

業等との交渉・調整業務を着実に実施した。

（2）知的財産権に係る手続を一部見直し、知的財産権

取扱規程等の改正を行った。

WISDOMX/DISANNA/D-SUMM NIRVANA改 動画広告評価ソリューション
【契機】
研究者／企業連携

【技術移転先】
総合電気メーカ等

【概要】
自然な質問文を投げかけると、蓄積され
た数十億ページ分のWebページの情報
に基づき多様な回答と、回答が抽出され
たWebページへのリンクを返す。また、
Twitter上の災害情報をリアルタイムで
分析し、災害情報を、わかりやすく整
理、要約することも可能。

【契機】
研究者／企業連携

【技術移転先】
セキュリティ関連企業等

【概要】
ネットワーク上を飛び交うパケットを可
視化することで、セキュリティインシデ
ントの早期発見と拡大阻止に役立てるツ
ールとして改良されている。また、サイ
バー攻撃に対する対処訓練モニターとし
ての利用面もあり、適用範囲がより拡大
している。

【契機】
研究者／企業連携

【技術移転先】
システムインテグレータ

【概要】
fMRIで計測したCM等の動画視聴時の脳
活動を解析し、脳が感じている意味・内
容をデコーディングすることによって、
広告主が「伝えたかった」意図が、伝わ
っているかを定量的に評価することが可
能。

図1　平成28年度　技術移転例




